
（平成２６年６月１１日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会東京地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 27 件

厚生年金関係 27 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 11 件

厚生年金関係 11 件



関東東京厚生年金 事案25242 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、11 万 8,000 円

とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、

年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 11 万円とされているが、申立人は、

申立期間のうち、平成 16年10月１日から同年12月１日までの期間及び17年１月１日

から同年２月１日までの期間について、当該訂正前の標準報酬月額より高い標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律（以下「特例法」という。）に基づき、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 11

万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年９月１日から17年９月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、保険料控

除額に見合う標準報酬月額と相違している。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行

ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、年金額の計算の基礎となる標準報

酬月額は訂正前の記録となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額について、

当初 11 万円と記録されていたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成25年９月５日付けの届出で 11万8,000円に訂正されたところ、厚生年金保

険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額

は、当該訂正後の標準報酬月額（11 万 8,000 円）ではなく、当初記録されていた標準

報酬月額（11万円）とされている。 

申立期間のうち、平成 16年10月、同年11月及び17年１月について、Ａ社から提出

  



のあった申立人に係る賃金台帳によれば、申立人は、上記訂正前の標準報酬月額（11

万円）を超える報酬月額の支払を受け、当該訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料よりも高い保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる

厚生年金保険料控除額及び報酬月額から、11万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の当該期間に係る報酬月額の届出を社会保険事務所（当時）に誤って提出

し、また、当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付していないことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。 

申立期間のうち、平成 16 年９月、同年 12 月及び 17 年２月から同年８月までについ

て、上記賃金台帳により、申立人は、上記訂正前の標準報酬月額（11 万円）に基づく

厚生年金保険料よりも高い保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認で

きるものの、報酬月額に見合う標準報酬月額は、当該訂正前の標準報酬月額と一致又は

低いことから、特例法に基づく記録訂正の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

  



関東東京厚生年金 事案25243 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、22 万円とされ

ているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金

額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 20 万円とされているが、申立人は、申

立期間のうち、平成 16 年 11 月１日から 17 年２月１日までの期間、同年５月１日から

同年６月１日までの期間及び同年７月１日から同年８月１日までの期間について、当該

訂正前の標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、

当該期間の標準報酬月額に係る記録を 22万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和52年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年９月１日から17年９月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、保険料控

除額に見合う標準報酬月額と相違している。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行

ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、年金額の計算の基礎となる標準報

酬月額は訂正前の記録となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額について、

当初 20 万円と記録されていたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成25年９月５日付けの届出で 22万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第

75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、当

該訂正後の標準報酬月額（22 万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（20

万円）とされている。 

申立期間のうち、平成 16 年 11 月から 17 年１月まで、同年５月及び同年７月につい

  



て、Ａ社から提出のあった申立人に係る賃金台帳によれば、申立人は、上記訂正前の標

準報酬月額（20 万円）を超える報酬月額の支払を受け、当該訂正前の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料よりも高い保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られる。 

一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる

厚生年金保険料控除額から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の当該期間に係る報酬月額の届出を社会保険事務所（当時）に誤って提出

し、また、当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付していないことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。 

申立期間のうち、平成 16 年９月、同年 10 月、17 年２月から同年４月まで、同年６

月及び同年８月について、上記賃金台帳により、申立人は、上記訂正前の標準報酬月額

（20 万円）に基づく厚生年金保険料よりも高い保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが確認できるものの、報酬月額に見合う標準報酬月額は、当該訂正前の標

準報酬月額と一致又は低いことから、特例法に基づく記録訂正の対象に当たらないため、

あっせんは行わない。 

  



関東東京厚生年金 事案25244 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、30 万円とされ

ているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金

額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 28 万円とされているが、申立人は、申

立期間のうち、平成 17 年４月１日から同年５月１日までの期間及び同年６月１日から

同年７月１日までの期間について、当該訂正前の標準報酬月額より高い標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 30 万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和53年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年９月１日から17年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、保険料控

除額に見合う標準報酬月額と相違している。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行

ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、年金額の計算の基礎となる標準報

酬月額は訂正前の記録となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額について、

当初 28 万円と記録されていたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成25年９月５日付けの届出で 30万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第

75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、当

該訂正後の標準報酬月額（30 万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（28

万円）とされている。 

申立期間のうち、平成 17 年４月及び同年６月について、Ａ社から提出のあった申立

  



人に係る賃金台帳によれば、申立人は、上記訂正前の標準報酬月額（28 万円）を超え

る報酬月額の支払を受け、当該訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料よりも高

い保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる

厚生年金保険料控除額から、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の当該期間に係る報酬月額の届出を社会保険事務所（当時）に誤って提出

し、また、当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付していないことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。 

申立期間のうち、平成 16年９月から17年３月まで、同年５月及び同年７月について、

上記賃金台帳により、申立人は、上記訂正前の標準報酬月額（28 万円）に基づく厚生

年金保険料よりも高い保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる

ものの、報酬月額に見合う標準報酬月額は、当該訂正前の標準報酬月額と一致又は低い

ことから、特例法に基づく記録訂正の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

  



関東東京厚生年金 事案25245 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、18 万円とされ

ているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金

額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 15 万円とされているが、申立人は、申

立期間について、当該訂正前の標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成22年９月は17万円、

同年10月から 23年７月までは 18万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和57年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成22年９月１日から23年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、保険料控

除額に見合う標準報酬月額と相違している。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行

ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、年金額の計算の基礎となる標準報

酬月額は訂正前の記録となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額について、

当初 15 万円と記録されていたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成25年９月５日付けの届出で 18万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第

75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、当

該訂正後の標準報酬月額（18 万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（15

万円）とされている。 

しかしながら、申立期間について、Ａ社から提出のあった申立人に係る賃金台帳によ

れば、申立人は、上記訂正前の標準報酬月額（15 万円）を超える報酬月額の支払を受

  



け、当該訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料よりも高い保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認められる。 

一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる

厚生年金保険料控除額又は報酬月額から、平成 22年９月は 17万円、同年 10月から 23

年７月までは 18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の申立期間に係る報酬月額の届出を年金事務所に誤って提出し、また、当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、

これを履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25246 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、28 万円とされ

ているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金

額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 22 万円とされているが、申立人は、申

立期間について、当該訂正前の標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成22年９月から23年

２月までは 26 万円、同年３月は 28 万円、同年４月及び同年５月は 26 万円、同年６月

は28万円、同年７月は 26万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和59年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成22年９月１日から23年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、保険料控

除額に見合う標準報酬月額と相違している。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行

ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、年金額の計算の基礎となる標準報

酬月額は訂正前の記録となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額について、

当初 22 万円と記録されていたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成25年９月５日付けの届出で 28万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第

75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、当

該訂正後の標準報酬月額（28 万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（22

万円）とされている。 

しかしながら、申立期間について、Ａ社から提出のあった申立人に係る賃金台帳によ

  



れば、申立人は、上記訂正前の標準報酬月額（22 万円）を超える報酬月額の支払を受

け、当該訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料よりも高い保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認められる。 

一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる

厚生年金保険料控除額又は報酬月額から、平成 22 年９月から 23 年２月までは 26 万円、

同年３月は 28 万円、同年４月及び同年５月は 26 万円、同年６月は 28 万円、同年７月

は26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の当該期間に係る報酬月額の届出を年金事務所に誤って提出し、また、当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、

これを履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25247 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、19 万円とされ

ているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金

額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 17 万円とされているが、申立人は、申

立期間について、当該訂正前の標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 19 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和59年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成22年９月１日から23年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、保険料控

除額に見合う標準報酬月額と相違している。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行

ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、年金額の計算の基礎となる標準報

酬月額は訂正前の記録となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額について、

当初 17 万円と記録されていたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成25年９月５日付けの届出で 19万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第

75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、当

該訂正後の標準報酬月額（19 万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（17

万円）とされている。 

しかしながら、Ａ社から提出のあった申立人に係る賃金台帳によれば、申立人は、上

記訂正前の標準報酬月額（17 万円）を超える報酬月額の支払を受け、当該訂正前の標

  



準報酬月額に基づく厚生年金保険料よりも高い保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められる。 

一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる

厚生年金保険料控除額から、19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の申立期間に係る報酬月額の届出を年金事務所に誤って提出し、また、当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、

これを履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25248 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、24 万円とされ

ているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金

額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 18 万円とされているが、申立人は、申

立期間について、当該訂正前の標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成22年９月は22万円、

同年 10月は 24万円、同年 11月は 22万円、同年 12月は 24万円、23年１月から同年

７月までは22万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和60年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成22年９月１日から23年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、保険料控

除額に見合う標準報酬月額と相違している。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行

ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、年金額の計算の基礎となる標準報

酬月額は訂正前の記録となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額について、

当初 18 万円と記録されていたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成25年９月５日付けの届出で 24万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第

75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、当

該訂正後の標準報酬月額（24 万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（18

万円）とされている。 

しかしながら、申立期間について、Ａ社から提出のあった申立人に係る賃金台帳によ

  



れば、申立人は、上記訂正前の標準報酬月額（18 万円）を超える報酬月額の支払を受

け、当該訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料よりも高い保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認められる。 

一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる

厚生年金保険料控除額又は報酬月額から、平成 22年９月は22万円、同年10月は24万

円、同年 11月は 22万円、同年 12月は 24万円、23年１月から同年７月までは 22万円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の申立期間に係る報酬月額の届出を年金事務所に誤って提出し、また、当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、

これを履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25249 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、26 万円とされ

ているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金

額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 22 万円とされているが、申立人は、申

立期間について、当該訂正前の標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成 22 年９月及び同年

10月は24万円、同年 11月から23年７月までは26万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和61年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成22年９月１日から23年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、保険料控

除額に見合う標準報酬月額と相違している。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行

ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、年金額の計算の基礎となる標準報

酬月額は訂正前の記録となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額について、

当初 22 万円と記録されていたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成25年９月５日付けの届出で 26万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第

75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、当

該訂正後の標準報酬月額（26 万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（22

万円）とされている。 

しかしながら、申立期間について、Ａ社から提出のあった申立人に係る賃金台帳によ

れば、申立人は、上記訂正前の標準報酬月額（22 万円）を超える報酬月額の支払を受

  



け、当該訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料よりも高い保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認められる。 

一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる

厚生年金保険料控除額又は報酬月額から、平成 22 年９月及び同年 10 月は 24 万円、同

年11月から23年７月までは 26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の申立期間に係る報酬月額の届出を年金事務所に誤って提出し、また、当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、

これを履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25250 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、24 万円とされ

ているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金

額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 20 万円とされているが、申立人は、申

立期間について、当該訂正前の標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成22年９月から23年

３月までは 24 万円、同年４月は 22 万円、同年５月は 24 万円、同年６月及び同年７月

は22万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和62年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成22年９月１日から23年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、保険料控

除額に見合う標準報酬月額と相違している。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行

ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、年金額の計算の基礎となる標準報

酬月額は訂正前の記録となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額について、

当初 20 万円と記録されていたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成25年９月５日付けの届出で 24万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第

75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、当

該訂正後の標準報酬月額（24 万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（20

万円）とされている。 

しかしながら、申立期間について、Ａ社から提出のあった申立人に係る賃金台帳によ

  



れば、申立人は、上記訂正前の標準報酬月額（20 万円）を超える報酬月額の支払を受

け、当該訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料よりも高い保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認められる。 

一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる

厚生年金保険料控除額又は報酬月額から、平成 22 年９月から 23 年３月までは 24 万円、

同年４月は 22 万円、同年５月は 24 万円、同年６月及び同年７月は 22 万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の当該期間に係る報酬月額の届出を年金事務所に誤って提出し、また、当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、

これを履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25251 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、24 万円とされ

ているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金

額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 20 万円とされているが、申立人は、申

立期間について、当該訂正前の標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成22年９月から23年

６月までは24万円、同年７月は 22万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 平成３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成22年９月１日から23年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、保険料控

除額に見合う標準報酬月額と相違している。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行

ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、年金額の計算の基礎となる標準報

酬月額は訂正前の記録となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額について、

当初 20 万円と記録されていたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成25年９月５日付けの届出で 24万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第

75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、当

該訂正後の標準報酬月額（24 万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（20

万円）とされている。 

しかしながら、申立期間について、Ａ社から提出のあった申立人に係る賃金台帳によ

れば、申立人は、上記訂正前の標準報酬月額（20 万円）を超える報酬月額の支払を受

  



け、当該訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料よりも高い保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認められる。 

一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる

厚生年金保険料控除額又は報酬月額から、平成 22 年９月から 23 年６月までは 24 万円、

同年７月は22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の当該期間に係る報酬月額の届出を年金事務所に誤って提出し、また、当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、

これを履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25252 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を平成８年３月 28 日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年３月 28日から同年５月１日まで 

Ｂ社及びその関連会社で勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。申立期間にはＢ社からＡ社に所属が変更になったが、継続して勤務していた

ので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｂ社の回答及び元同僚の供述から判断すると、申立人は、申立

期間においてＡ社で勤務していたと認められる。 

また、申立人と同様に、申立期間前後においてＢ社及びＡ社で被保険者記録が確認で

きる元従業員が提出した平成８年３月分から同年６月分までの給料明細書から、申立期

間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できる上、複数の元従業員は、申

立期間において給与の変動は無かったと記憶しており、申立期間も厚生年金保険料が控

除されていたと思う旨供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社において、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成８年５月の社

会保険事務所（当時）の記録から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、資料が無いため保険料を納付したか否かについて不明としており、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

  



また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは

認められない。 

  



関東東京厚生年金 事案25253 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められることから、申立人のＡ社Ｂ店における資格喪失日に係る記録を昭和 45 年 12

月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年11月30日から同年12月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

申立期間も継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、企業年金連合会から提出された厚生年金基金加入員記録及び元

同僚の供述から判断すると、申立人は、申立期間もＡ社Ｂ店に継続して勤務し（昭和

45 年 12 月１日に同社同店から関連会社であるＣ社Ｄ店に異動）、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ店における昭和 45 年 10

月の社会保険事務所（当時）の記録から、４万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が資格喪失日を昭

和45年12月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年11月30日

と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料について納入の告知を行

っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申

立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25254 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 33 年１月１

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和32年11月25日から33年１月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に同社Ｂ店から新規に開店した同社Ｃ店に転勤したが継続して勤務していたので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から判断すると、申立人は、申立期間もＡ社に継続して勤務し

（同社Ｂ店から同社Ｃ店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認められる。 

なお、異動先のＡ社Ｃ店が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 33 年１月１

日からであり、申立期間について、同社同店が適用事業所となるまでの期間は異動元の

同社Ｂ店において、申立人の被保険者資格を継続させる取扱いであったと考えることが

相当であることから、申立期間に係る異動日を同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和32年10月の

社会保険事務所（当時）の記録から、１万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、このほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは

認められない。 

 

  



関東東京厚生年金 事案25255 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 40 年８月３日

に訂正し、当該期間の標準報酬月額を４万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和40年７月１日から同年８月３日まで 

         ② 昭和 53年８月31日から同年10月21日まで 

Ａ社に勤務した期間のうちの申立期間①及びＢ社に勤務した期間のうちの申立期間

②の厚生年金保険の加入記録が無い。各申立期間の保険料控除が確認できる給料支払

明細書などを提出するので、申立期間①及び②を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社の元従業員及び申立人は、同社における給与の締め日は

20 日、支払日は 25 日としているところ、申立人が提出した昭和 40 年１月分から同年

８月分までの給料支払明細書によると、同年８月分の「基本給」欄に 13 日と記載され、

金額が前月分と比較して低額であることから判断すると、申立人は、同年７月 20 日の

給与締め日後 13日間勤務していたことが推認できる。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、昭和 40 年５月に申立人の標準報

酬月額が改定されており、上記給料支払明細書では、同年６月分の明細書において改訂

後の保険料が控除されていることから、同社では保険料は翌月控除であったことが確認

できるところ、同年８月分の明細書において、同年７月の厚生年金保険料が控除されて

いることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①において、Ａ社に継続して勤務

し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められ

る。 

  



また、申立期間①の標準報酬月額については、上記給料支払明細書において確認でき

る厚生年金保険料控除額及び報酬月額から、４万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時の事業主は所在を特定する

ことができず、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行

ったとは認められない。 

申立期間②について、申立人が提出した昭和 53年１月分から同年10月分までの給料

明細書及び同年分給与所得の源泉徴収票から、申立人は当該期間にＢ社に継続して勤務

し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められ

る。 

一方、オンライン記録によると、Ｂ社で被保険者記録が確認できる 52 人の元従業員

のうち、申立人及び事業主を含む 46 人が昭和 53 年８月 31 日に被保険者資格を喪失し

ているが、それぞれの厚生年金保険被保険者原票には、同年 11 月９日に被保険者証を

返納した記載があること、同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった同年 10 月

21 日まで被保険者資格が継続している元従業員は同月に健康保険の給付を受けている

ことが確認できること及び同社の元総務課長は、手形が不渡りとなって社会保険料が払

えなくなり、社会保険事務所の職員から資格喪失日を前倒しして届出するよう提案があ

った旨供述していることから判断すると、当該資格喪失処理は、同年10月21日より後

の同年11月に行われたと認められる。 

しかしながら、Ｂ社に係る商業・法人登記簿謄本によれば、申立人は、申立期間②及

び上記資格喪失処理時において、同社の取締役であったことが確認できる。 

また、Ｂ社の元事業主は、同社の工場運営や社会保険事務などについては申立人が総

括する立場であった旨供述しているほか、上記元総務課長は、上記資格喪失処理につい

ては、申立人や事業主を含む役員で相談し、社会保険事務所の提案に従った旨供述して

いることから判断すると、申立人は、同社における社会保険事務に係る権限を有し、当

該資格喪失処理に関与していたと認められる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ｂ社の取締役として、自らの被保険

者資格の喪失処理に関与していながら、当該処理が有効なものではないと主張すること

は信義則上許されず、申立人の申立期間②における厚生年金保険の被保険者資格の喪失

日に係る記録の訂正を認めることはできない。  

  



関東東京厚生年金 事案25258 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定により、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額とならない記録とされているが、事

業主は、申立期間について、同法第 81 条の２の規定に基づく申出を行ったと認められ、

これにより申立期間の保険料徴収は免除されることから、当該記録を取り消し、申立期

間の標準報酬月額に係る記録を 53万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和54年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成22年12月１日から23年６月１日まで 

    育児休業期間中である申立期間の標準報酬月額については、Ａ社の誤った届出によ

り低い金額（41 万円）で決定されてしまった。同社は、年金事務所に事後訂正の届

出を行ったが、申立期間の訂正記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよ

う記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社における申立期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録において、当

初 41 万円と記録されていたが、その後、事業主が申立期間当時の事務手続を誤ったと

して報酬月額の訂正の届出を行ったことにより、申立期間に係る保険料の徴収権が時効

により消滅した後の平成 25 年７月に 53 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は

行われないこととされている。このため、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、

当該訂正後の標準報酬月額（53 万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額

（41万円）となっている。 

一方、厚生年金保険法第 81 条の２では、育児休業等をしている被保険者が使用され

る事業所の事業主が、厚生労働大臣に申出を行ったときは、当該被保険者に係る保険料

であって、その育児休業等を開始した日の属する月からその育児休業等が終了する日の

翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の徴収は行わない旨規定されているとこ

ろ、オンライン記録によると、事業主は、当該規定に基づき、申立人の育児休業期間中

（平成 22年 12月 10日から 23年 10月１日まで）に係る保険料の徴収免除の申出を行

  



ったことが確認できる。 

したがって、申立人に係る育児休業期間中である平成 22 年 12 月 10 日から 23 年 10

月１日までの期間については、育児休業取得直前の標準報酬月額を基に年金額の計算の

基礎とすべきであるものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、育

児休業取得直前の標準報酬月額の記録から、53万円とすることが妥当である。 

 

  



関東東京厚生年金 事案25259 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が主張する平成５年１月 21 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪

失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったと認められることから、申立人のＡ

社における資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、平成４年１月から同年９月までは 24 万

円、同年10月から同年 12月までは 26万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年１月21日から５年１月21日まで 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

も同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社から提出された従業員名簿により、申立人は申立期間に

同社本社で勤務していたことが確認できるところ、申立人に係るオンライン記録による

と、申立人は平成４年１月 21 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失しており、申立

期間の被保険者記録が無い。 

一方、Ｂ企業年金基金から提出された申立人に係る厚生年金基金の加入員台帳に、資

格喪失日は平成５年１月 21 日と記録されているところ、同基金は、申立期間当時、社

会保険事務所、厚生年金基金及び健康保険組合への届出について、６枚つづりの複写式

の用紙を使用していたと回答している。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人がＡ社において平成５年１月 21 日

に被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったと認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、上記厚生年金基金の加入員台帳の記録か

ら、平成４年１月から同年９月までは 24万円、同年10月から同年12月までは26万円

とすることが妥当である。 

  



関東東京厚生年金 事案25260 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録

を32万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和49年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成11年８月１日から12年10月１日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が厚生年金基

金の記録と相違していることが判明したので、調査して訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、平成 11 年８月

及び同年９月は 26万円、同年 10月から12年９月までは28万円と記録されている。 

一方、Ｂ厚生年金基金の加入記録によると、申立人の標準報酬月額は、平成 11 年８

月に 32 万円に改定されているところ、同厚生年金基金が保管するＡ社の月額変更届に

より、申立人の標準報酬月額を同年８月に 26万円から32万円に変更する届出が行われ

たことが確認できる上、同厚生年金基金は月額変更届に記載されている５人（申立人を

含む。）の「月変」の処理は、同年９月７日に当該届出どおりに行われていると回答し

ている。 

また、Ｃ健康保険組合は、申立人の標準報酬月額は平成 11年８月に「月変」で32万

円に変更されたと回答している上、同健康保険組合は、上記５人の「月変」の処理は、

全て同年８月 28日に行われたことがデータ上確認できるとしている。 

さらに、Ｃ健康保険組合は、「月額変更届及び算定基礎届は、事業所から一旦健康保

険組合に提出され、それを基金と社会保険事務所に送る。」と回答している。 

加えて、上記月額変更届に記載されている申立人以外のオンライン記録は、当該届出

どおりの記録となっていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、事業主は、申立人が主張する標準

報酬月額（32万円）に係る届出を社会保険事務所に行ったと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25262 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和58年11月３日で

あると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要で

ある。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、11万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年４月30日から同年11月３日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。申立期間も同社で受付全

般事務及び教務として継続して勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたことが

認められる。 

一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人の資格喪失日は、同社が厚

生年金保険の適用事業所でなくなった昭和 58年４月30日（以下「全喪日」という。）

の後の、同年 11 月８日付けで、遡及して資格喪失処理が行われている上、申立人と同

様に全喪日に遡って資格喪失の処理をされている者が 40 人、「全喪」を理由として被

保険者資格取得の取消しの処理をされている者が 20人いることが確認できる。 

しかしながら、雇用保険の加入記録により、申立期間にＡ社において勤務が確認でき

る従業員が保有する給与支給明細書では、申立期間に厚生年金保険料の控除が確認でき

る。 

また、Ａ社に係る申立期間当時の商業登記の記録は確認できないものの、同社の従業

員の雇用保険の加入記録により、全喪日以降も５人以上の従業員が在籍していたことが

確認できることから、同社は、申立期間当時の厚生年金保険法の適用事業所の要件を満

たしていたものと認められる。 

さらに、同僚及び複数の従業員は、申立期間当時、Ａ社の経営状態は悪く給料の遅配

があった旨供述している。 

  



これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）が、申立人について、全喪日

に資格を喪失した旨の遡及処理を行う合理的な理由は無く、当該処理に係る記録は有効

なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日を雇用保険の離職日の翌日であ

る昭和58年11月３日に訂正することが必要である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 58 年３月の

社会保険事務所の記録から、11万円とすることが妥当である。 

 

  



関東東京厚生年金 事案25263 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和58年11月１日で

あると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要で

ある。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、９万 8,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年４月30日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。申立期間も同社で受付全

般事務及び教務として継続して勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたことが

認められる。 

一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人の資格喪失日は、同社が厚

生年金保険の適用事業所でなくなった昭和 58年４月30日（以下「全喪日」という。）

の後の、同年 11 月８日付けで、遡及して資格喪失処理が行われている上、申立人と同

様に全喪日に遡って資格喪失の処理をされている者が 40 人、「全喪」を理由として被

保険者資格取得の取消しの処理をされている者が 20人いることが確認できる。 

しかしながら、雇用保険の加入記録により、申立期間にＡ社において勤務が確認でき

る従業員が保有する給与支給明細書では、申立期間に厚生年金保険料の控除が確認でき

る。 

また、Ａ社に係る申立期間当時の商業登記の記録は確認できないものの、同社の従業

員の雇用保険の加入記録により、全喪日以降も５人以上の従業員が在籍していたことが

確認できることから、同社は、申立期間当時の厚生年金保険法の適用事業所の要件を満

たしていたものと認められる。 

さらに、同僚及び複数の従業員は、申立期間当時、Ａ社の経営状態は悪く給料の遅配

があった旨供述している。 

  



これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）が、申立人について、全喪日

に資格を喪失した旨の遡及処理を行う合理的な理由は無く、当該処理に係る記録は有効

なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日を雇用保険の離職日の翌日であ

る昭和58年11月１日に訂正することが必要である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 58 年３月の

社会保険事務所の記録から、９万 8,000円とすることが妥当である。 

 

  



関東東京厚生年金 事案25264 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る記録を昭和

40 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年４月１日から同年５月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に同社Ｃ支店から同社Ｂ支店への異動はあったが、継続して勤務していたので、申立

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ａ社が保管していた申立人に係る社員名簿及び同社の社会

保険料控除に係る供述から判断すると、申立人は、申立期間に同社に継続して勤務し

（昭和 40 年４月１日に同社Ｃ支店から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭和 40 年

５月の事業所別被保険者名簿の記録から、３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか否かに

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったと

は認められない。 

  



関東東京厚生年金 事案25265 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 80 万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和33年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

Ａ社（現在は、Ｂ社）で勤務していた期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。申立期間に賞与の支給があったのは確かなので、標準賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の後継事業所であるＢ社Ｃ事業所は、申立期間にＤ健康保険組合に届け出た額の

賞与を支給していたとしているところ、同健康保険組合から提出された「健康保険組合

加入期間の記録の調査について（ご回答）」から、申立人は、申立期間にＡ社から賞与

として80万円が支給されていたことが確認できる。 

また、Ｂ社Ｃ事業所の供述、申立期間当時にＡ社で勤務していた複数の従業員が所持

する平成 15 年 12 月の賞与明細書及び申立人に係る平成 16 年度の地方税課税資料に記

載されている社会保険料控除額から判断すると、申立人は上記賞与に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、Ｄ健康保険組合における標準

賞与額の記録等から、80万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社

Ｃ事業所は、「健康保険組合に届け出たものと同額の賞与支払額の届出を社会保険事務

所（当時）に対して行い、厚生年金保険料についても納付したものと考えるが、これを

確認できる当時の資料は保管していない。」としており、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が、申立

  



てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

  



関東東京厚生年金 事案25266 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における資格喪失日に係る記録

を昭和 41 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年１月17日から同年２月１日まで 

Ａ社には、昭和 37 年４月１日に入社し、60 歳で同社を退社するまで休職等一切無

く、同社に継続勤務していたが、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期

間においても厚生年金保険料は給料から控除されていたので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｂ社の人事給与関連業務を行うＤ社から提出された人事資料及

び同社の供述から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 41 年２月１日

に同社Ｃ工場から同社Ｅ支社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場における昭和 40 年

12月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万6,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案25267 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和 63 年 11

月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 16万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年11月１日から同年12月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

には同社に勤務し、厚生年金保険料を控除されていたので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から、申立人は、申立期間において、Ａ社に勤務していたことが

認められる。 

また、オンライン記録で、申立人と同様に、昭和63年11月１日にＢ社における厚生

年金保険の被保険者資格を喪失し、かつ、同年 12 月１日にＡ社において被保険者資格

を取得していることが確認できる元従業員から提出された同社における申立期間に係る

給料明細書によると、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認でき

る。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社において、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

一方、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和

63 年 12 月１日であり、同社は、申立期間において厚生年金保険の適用事業所ではない

ことが確認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、同社は、昭和63年10月

８日に設立された法人事業所であることが確認できることから、当時の厚生年金保険法

に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

  



また、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

63年12月のオンライン記録から、16万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は、申立期間において適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険事務

所（当時）に適用の届出を行っていなかったことが認められることから、事業主は、申

立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25268 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 35 年７月１日から 36 年３月 15 日までの期間の厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立

人のＡ病院（現在は、Ｂ会）における資格取得日に係る記録を 35 年７月１日、資格喪

失日に係る記録を 36 年３月 15 日とし、当該期間の標準報酬月額に係る記録を、35 年

７月から 36 年１月までは２万 6,000 円、同年２月は２万 8,000 円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和35年５月１日から36年３月15日まで 

Ａ病院に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間の一部

の給与明細書を提出するので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 35 年７月１日から 36 年３月 15 日までの期間について、Ｂ会

は、Ａ病院に係る「60 年誌」に申立人がＣ社から派遣された医師との記載があること

並びに申立人から提出された 35年７月、同年８月及び36年２月の給与額計算書から、

勤務期間は特定できないものの、申立人がＡ病院に勤務していたと考えられる旨供述し

ており、また、申立人が所持しているＣ社発行の辞令及び同社から提出された人事資料

により、申立人は、同年３月 15 日に同社Ｄ病院勤務を命じられていることが確認でき

ることから、申立人は、当該期間にＡ病院で勤務していたことが認められる。 

また、上記昭和 35年７月、同年８月及び36年２月の給与額計算書からは、厚生年金

保険料が給与から控除されていることが確認できることから判断すると、同計算書が無

い35年９月から 36年１月までの給与についても保険料が継続して控除されていたもの

と考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

  



また、当該期間の標準報酬月額については、給与額計算書において確認又は推認でき

る保険料控除額及び報酬月額から、昭和 35年７月から36年１月までは２万6,000円、

同年２月は２万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したか否かについては不明としているものの、Ｂ会は、申立人の前任者及び

後任者に係る資格取得届及び資格喪失届の事業所控えは保有しているが、申立人に係る

届出書の保存が無いと回答しており、また、Ａ病院に係る事業所別被保険者名簿の整理

番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失

われたとは考えられない上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が届

出された場合には、その後資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれ

の機会においても社会保険事務所が当該届出を記録していないとは、通常の事務処理で

は考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の取得及び喪失に係る届出

は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 35 年７月から 36

年２月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該

期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 35 年５月１日から同年７月１日までの期間について、

Ｂ会は申立人に係る人事記録を保管しておらず、Ｃ社の人事記録では、Ａ病院への派遣

期間が記載されていないことから、同病院での勤務の始期が確認できない。 

また、Ａ病院に係る事業所別被保険者名簿により、申立期間に同病院において厚生年

金保険の被保険者となっていたことが確認できる従業員 24 人に、申立人の当該期間に

おける勤務の状況について照会したところ、17 人から回答を得られたが、申立人の勤

務の始期を記憶している者はいなかった。 

このほか、申立人の当該期間に係る勤務及び厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 

  



関東東京厚生年金 事案25271 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を平成 19 年３月１日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和58年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年２月28日から同年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。退職日は

平成19年２月 28日なので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、申立人から提出された離職票、Ａ社の回答及び同社から提出さ

れた申立人に係る給与支払報告書（個人別明細書）により、申立人は申立期間に同社に

勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社の事業主は、給料は毎月末日締めの翌月 15 日支払で、保険料は翌月控除

である旨回答しているところ、申立人から提出された平成 19 年２月分給料明細書（３

月15日支払）により、厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事

業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記給料明細書において確認でき

る報酬月額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

  



主は、申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し誤って提出し、申

立期間に係る保険料についても納付していないことを認めていることから、社会保険事

務所は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25274 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格取得日に係る記

録を平成９年11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を22万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年11月１日から同年12月２日まで 

私は、平成５年２月にＢ社に正社員として入社した。同社は、９年11月にＡ社と合

併し解散したが、私は、同社に引き続き勤務しており、申立期間について厚生年金保

険の加入記録が無いことに納得できない。調査して、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社及びＡ社に勤務していた同僚の供述から判断すると、申立人は、申立期間におい

て、Ａ社に正社員として勤務していたことが認められる。 

また、オンライン記録によると、平成９年 11 月１日にＢ社において厚生年金保険の

被保険者資格を喪失し、同年 12 月２日にＡ社において被保険者資格を取得している者

が多数確認できるところ、そのうち、申立人と同職種の同僚から提出された当該期間の

給与明細書及びほかの同僚の供述から判断すると、申立人と同職種の同僚は当該期間の

厚生年金保険料をＡ社の事業主により給与から控除されていたと認められる。 

さらに、Ａ社は、「全国の従業員の給与計算及び社会保険等の事務については、支店

単位ではなく、全て本社で行っている。」と回答していることから、申立人についても、

上記同職種の同僚と同様の取扱いがされていたものと推認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る厚生年金保険料をＡ社の事業主により給与から控除されていたと認められ

る。 

  



また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社における平成９年 12

月の社会保険事務所（当時）の記録から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は納付したか否かは不明としているものの、厚生年金保険の記録におけるＡ社の被保

険者資格取得日が雇用保険の記録における被保険者資格取得日と同日となっており、社

会保険事務所及び公共職業安定所の双方が誤って同じ資格取得日と記録したとは考え難

いことから、事業主が平成９年 12 月２日を厚生年金保険の被保険者資格取得日として

届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 11 月の厚生年金保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25275 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び③から⑨までの厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録

を、平成 15年７月 20日は 33万 2,000円、16年７月 20日は 32万円、同年 12月 20日

は 26万 4,000円、17年７月 20日は 40万 5,000円、同年 12月 20日は 39万 4,000円、

18年７月 20日は 32万 5,000円、同年 12月 20日は 36万 9,000円、19年７月 20日は

38万9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たと認められることから、平成 15年 12月 20日の標準賞与額に係る記録を 28万 3,000

円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、

明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和53年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年７月20日 

② 平成 15年12月20日 

③ 平成16年７月20日 

④ 平成 16年12月20日 

⑤ 平成17年７月20日 

⑥ 平成 17年12月20日 

⑦ 平成18年７月20日 

⑧ 平成 18年12月20日 

⑨ 平成19年７月20日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①及び③から⑨までの厚生年金保険の標準賞

与額の記録が無く、申立期間②の厚生年金保険の標準賞与額の記録が実際の賞与額に

見合う標準賞与額と相違している。それぞれの賞与支払明細書を提出するので、申立

  



期間①及び③から⑨までに支給された賞与について、標準賞与額を認めてほしい。ま

た、申立期間②の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び③から⑨までについて、申立人から提出のあった賞与支払明細書に

より、申立人は当該期間にＡ社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたと認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見

合う標準賞与額の範囲内であることから、これら標準賞与額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、申立期間①及び③から⑨までの標準賞与額については、上記賞与支払

明細書で確認できる賞与額又は社会保険料控除額から、平成 15 年７月 20 日は 33 万

2,000円、16年７月20日は32万円、同年12月20日は26万4,000円、17年７月20

日は40万5,000円、同年 12月 20日は39万4,000円、18年７月20日は32万5,000

円、同年 12月 20日は 36万 9,000円、19年７月 20日は 38万 9,000円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は資料が無いため不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについ

ては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは

認められない。 

２ 申立期間②について、申立人から提出のあった賞与支払明細書において確認できる

社会保険料控除額を基に算出した厚生年金保険料控除額及び賞与額に見合う標準賞与

額は、オンライン記録の標準賞与額より高額であることが認められる。 

したがって申立期間②の標準賞与額については、賞与支払明細書において確認でき

る社会保険料控除額から、28万3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は資料が無いため不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案25256 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 34年４月１日から35年２月１日まで 

② 昭和35年２月１日から39年６月１日まで 

③ 平成３年４月１日から８年３月31日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①、Ｂ社、Ｃ社又はＤ社に勤務した申立期間②及びＥ社又

はＦ社に勤務した申立期間③の厚生年金保険の加入記録が無い。それぞれの事業所に

勤務していたのは間違いないので、各申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社は昭和 43

年８月 29 日に厚生年金保険の任意包括適用事業所となっており、申立期間①当時は

適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、Ａ社は、平成４年２月６日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

同社に係る商業・法人登記簿謄本から、申立期間①当時の事業主と考えられる者は既

に死亡し、その後、同社の事業主となった者は、当時の書類は保管しておらず、申立

人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いは不明と回答している上、長期間同社で取締

役であった者に文書照会を行ったが、回答は得られなかった。 

さらに、申立人が同期入社であったとする元同僚については、申立期間①当時に厚

生年金保険に加入した記録は確認できない。 

２ 申立期間②について、オンライン記録及び適用事業所検索システムから、Ｂ社、Ｃ

社、Ｄ社及びそれに類似する名称の事業所が厚生年金保険の適用事業所であった記録

は確認できない。 

また、事業所所在地を管轄する法務局は、上記事業所名及びそれに類似する名称の

事業所は確認できないとしている。 

  



さらに、申立人は、上記事業所の経営者は、Ｇ社の社長であったとしており、同氏

は、申立期間②当時において同社で厚生年金保険に加入しているが、同氏は既に死亡

していることから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認するこ

とができない。 

加えて、申立人は、複数の元同僚等の名字は記憶しているものの、名前は記憶して

いないことから、これらの者の所在を確認することができず、申立人の勤務実態及び

厚生年金保険の取扱いについて照会を行うことができない。 

３ 申立期間③について、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、Ｆ社

は昭和 60 年 12 月 18 日に厚生年金保険の適用事業所になっていることが確認できる

が、申立人の被保険者記録は確認できず、Ｅ社又はそれに類似する名称の事業所が厚

生年金保険の適用事業所であった記録は確認できない。 

さらに、Ｅ社及びＦ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、両社の事業主は同一

であるが、当該事業主は既に死亡しているほか、オンライン記録から、Ｆ社において、

申立期間③当時に被保険者記録が確認できる唯一の元従業員に対し文書照会を行った

ものの回答は得られず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認す

ることができない。 

加えて、オンライン記録から、申立人が記憶する同僚については、Ｆ社で厚生年金

保険に加入した記録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①から③までにおける厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①から③までに係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25257 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和59年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成17年12月 

Ａクリニックに勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。賞与支

払明細書は所持していないが、賞与は手渡しで支払われた記憶があり、保険料も控除

されていたので、標準賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａクリニックの事業主の妻（医療法人の現理事、前事業主の子）は、申立期間に申立

人に賞与を支給し保険料は控除した旨回答しているが、当時は前事業主の時代であった

ため詳細は不明であり、申立期間当時の賞与の支給及び保険料控除が確認できる資料は

保管していない旨回答している。 

また、上記事業主の妻及び元経理担当者は、申立期間当時、賞与は手渡しであったと

している上、申立人が申立期間当時に居住していた自治体は、保存期限経過により申立

人の平成 17 年分に係る課税台帳は保管されていない旨回答していることから、申立期

間における賞与支給額及び保険料控除について確認することができない。 

さらに、複数の従業員から給料（賞与）支払明細書が提出されているが、そのうち、

申立人と同時期に被保険者資格を取得した一人の当該明細書によると、申立期間におい

て、Ａクリニックから賞与が支給されているものの、厚生年金保険料が控除されていな

いことが確認できる。 

このほか、申立人の主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25261 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和33年頃から39年頃まで 

Ａ社に印刷工として勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に勤

務したのは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が同僚として記憶している 10 人のうち、連絡先が判明した５人及びＡ社に係

る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿から申立期間当時の従業員 24 人に照会

したところ、21 人から回答があり、そのうちの８人の供述から、期間は特定できない

ものの、申立人が同社に印刷工として勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間

当時の事業主は死亡していることから、同社及び同人から、申立人の申立期間に係る勤

務の状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、上記同僚及び従業員照会により、回答があった 21 人は、Ａ社の申立期間に係

る厚生年金保険の取扱いは不明である旨供述している上、当該 21 人のうち、申立人と

同職種の印刷工であった者が６人いたが、そのうちの４人については、自身が記憶して

いる同社における勤務期間と厚生年金保険の被保険者期間が符合していないことが確認

できる。 

さらに、上記被保険者名簿では、申立期間における健康保険番号に欠番は無く、社会

保険事務所（当時）の事務処理に不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25269 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年３月27日から43年８月１日まで 

Ａ商会に勤務していた期間のうち、申立期間の加入記録が無い。申立期間も同商会

に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ商会に係る事業所別被保険者名簿により、申立期間に同商会において厚生年金保険

の被保険者となっていたことが確認できる従業員６人に、申立人の申立期間における勤

務の状況について照会したところ、５人から回答があり、いずれの者も申立人は申立期

間に同商会に勤務していたと回答していることから、申立人が申立期間も継続して同商

会に勤務していたことがうかがわれる。 

しかしながら、Ａ商会は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、当時の

事業主は死亡していることから、申立人の申立期間に係る勤務状況及び厚生年金保険の

取扱いについて確認することができない。 

また、Ａ商会の申立期間当時の事業主に係る除籍謄本及び上記従業員照会により、申

立人と親族であり、かつ、申立人と同様、事業主と同居していた者が二人判明したが、

両人は既に死亡しており、申立期間当時の同商会における厚生年金保険の取扱い及び厚

生年金保険料の給与からの控除について確認できない上、申立人も同商会の給与明細書

等を保有していないことから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控

除について確認することができない。 

さらに、Ａ商会に係る事業所別被保険者名簿では、申立人の資格喪失日は昭和 41 年

３月 27 日と記載されており、オンライン記録とも一致している上、社会保険事務所

（当時）の事務処理に不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

  



資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

 

  



関東東京厚生年金 事案25270 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 29年４月12日から35年５月９日まで 

② 昭和 35年５月９日から36年12月１日まで 

③ 昭和 36年12月１日から40年１月31日まで 

④ 昭和40年９月10日から41年12月28日まで 

年金記録の確認をしたところ、申立期間について脱退手当金の支給記録が有ること

を知った。 

しかし、脱退手当金の請求手続を行ったことも、受給した記憶も無いので、申立期

間の脱退手当金の支給記録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間①に係る厚生年金保険被保険者台帳には、昭和 42 年２月６日に脱

退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を社会保険庁（当時）から当該脱退

手当金を裁定した社会保険事務所（当時）へ回答したことが記録されていることが確認

できる。 

また、申立期間④に係る事業所別被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給

されていることを意味する「脱」の表示が記されている上、申立期間①から④までに係

る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間④に係る厚生年金保険被保険

者資格喪失日から約５か月後の昭和 42年５月16日に支給決定されているなど、当該脱

退手当金の支給に係る一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、脱退手当金については、受給した記憶が無いという

ほかに受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25272 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年10月から43年５月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）にトラック運転手として勤務した期間のうち、申立期間の厚

生年金保険の加入記録が無い。申立期間も勤務していたので、厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録によると、申立期間のうち昭和 40年 10月１日から 41年９月 10

日までの期間についてＢ社における被保険者記録が確認できること、及び申立人が運転

手の助手だったと記憶する者の回答により、申立人は申立期間にＡ社に勤務していたこ

とはうかがえる。 

しかしながら、Ｂ社は、申立期間当時の資料を保有しておらず、申立人の申立期間の

勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて不明である旨回答している。 

また、申立期間当時の社会保険事務及び経理事務担当者は、独身の運転手の中には手

取り給料が多い方が良いため厚生年金保険に加入を希望しない者もいた旨供述しており、

申立人は、申立期間当時、独身であったとしている。 

さらに、申立人がＡ社を紹介されたとする者は既に死亡しており、運転手仲間だった

と記憶する者は、同社に係る事業所別被保険者名簿において、申立期間に厚生年金保険

の被保険者記録を確認することができない上、上記被保険者名簿において、申立期間に

被保険者記録が確認でき、連絡先が判明した 17 人に照会したところ、回答のあった 11

人のうち申立人が運転助手だったと記憶する者以外に申立人の勤務期間について記憶し

ている者はおらず、申立人の勤務実態を確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

  



生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25273（事案1763及び22586の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年３月１日から14年５月１日まで 

Ａ社に代表者（平成 12 年６月２日に代表取締役に就任、それ以前も同社の実質的

な代表者）として勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、

実際の報酬額に見合う標準報酬月額と相違している旨を第三者委員会に再度申し立て

たが、記録を訂正することはできないとの通知を受けた。 

申立期間について、平成 14 年５月１日に報酬が９万 8,000 円に下げられたが、自

分の報酬は30万円から下がっていないことの新たな資料として13年の確定申告書の

控えが見付かった。また、提出していない資料がほかにもあったので提出する。なお、

14 年５月１日に私は出勤しておらず、社会保険事務所（当時）の担当官と面会の事

実は無い。当日、出勤していた社員の手帳の写し及び連絡先を提出する。再度調査し

て標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ａ社は、平成 14 年５月１日に社会保険の適用事

業所でなくなっているところ、その翌日の同年５月２日付けで、申立期間の標準報酬月

額が 30 万円から９万 8,000 円に遡って訂正されていることが確認できるものの、ⅰ）

申立人は、12 年６月２日にＡ社の代表取締役に就任しており、上記訂正が行われた時

期には代表取締役であるとともに、その前の期間についても同社の実質的な代表者とし

て、滞納保険料の支払について社会保険事務所に相談に赴いていたと供述していること、

ⅱ）滞納処分票の記録によると、申立人は再三にわたり社会保険事務所の担当官と面談

していることが確認でき、滞納保険料の納付を約束するものの、約束どおりに納付が行

われておらず、保険料の支払に苦慮していたことが認められること、ⅲ）上記滞納処分

票の記録によると、14 年５月１日に社会保険事務所の担当官が申立人と面談した記録

があり、「保険料の未納分については、社長の給与の支払が正しくなされていないこと

  



から、報酬の見直しを行い、なくなる。全喪届、資格喪失届を受理する。」との記載が

確認でき、この結果、標準報酬月額を遡って訂正する処理が行われることになったもの

と思われ、これらの書類に申立人が自ら押印したことを認めていることから、申立人は、

自身の標準報酬月額の減額処理に同意していたものと考えることが自然であるとして、

既に年金記録確認Ｂ地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、21 年３月 11 日付けで

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

その後、申立人は、通知文の根拠となった滞納処分票には虚偽の記載があり、滞納処

分票を根拠に記録訂正を認めないとすることは納得できず、２回目の遡及処理は、過剰

な調整であったと主張し、新たな資料を提出し、再調査をしてほしい旨申立てを行った

が、ⅰ）申立人が新たに提出した資料からは、申立人が当該遡及訂正処理に関与してい

なかったとまでは言えないこと、ⅱ）申立人は、社会保険事務所の担当者と対応してい

たのは自身であるとしていること、ⅲ）申立人が保有する平成 13 年６月分の増減内訳

書等により、同年６月に１回目の遡及処理を行ったことが確認でき、申立人は、当該処

理の結果として滞納保険料が大幅に解消された認識を持っていること、ⅳ）申立人は、

14 年５月の２回目の遡及処理に伴う、自身が代表取締役となっている会社印が押され

ている「健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書（副）」を保有しているこ

とから、申立人が、当該処理を行うことによって自身の標準報酬月額を減額する認識を

持っていないとは考え難く、社会保険事務所が、事業主であった申立人の同意を得ずに、

又は申立人の一切の関与も無しに、無断で処理を行ったものと認めることはできないこ

とから、既に年金記録確認Ｂ地方第三者委員会の決定に基づき、24 年１月 25 日付けで

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、目次を含め、平成 13 年の確定申告書の控え等

15点の新たな資料を提出するので、再度調査してほしい旨申し立てている。 

しかしながら、申立人が提出した資料 15点のうち11点は前回までに審議に付された

資料であることが確認でき、残る４点のうち目次を除く３点は申立人に係る被保険者標

準報酬決定通知書又は被保険者標準報酬改定通知書であり、これにより申立人の標準報

酬月額が平成 12 年 10 月の定時決定で 50 万円、13 年５月の随時改定で 30 万円に決定

又は改定され、10 年９月及び 11 年４月の随時改定が取り消されていることが確認でき

るものの、いずれの通知書においても代表取締役として申立人の氏名が記されているこ

とから、社会保険事務所が、事業主であった申立人の同意を得ずに、又は申立人の一切

の関与も無しに、無断で処理を行ったものと認めることはできない。 

これらを総合的に判断すると、申立人の主張及び新たに提出された資料からは、当初

の決定を変更すべき新たな事情は認められず、そのほかに年金記録確認Ｂ地方第三者委

員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人の申立期間

における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25276 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年７月31日から同年８月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入

記録が無い。同社には昭和 63年７月30日の土曜日まで勤務していたが、雇用関係は

31 日まで継続していたと認識しているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に昭和 63 年７月 30 日の土曜日まで勤務し、雇用関係は翌 31 日の日

曜日まで継続していたとしているが、申立人の同社における雇用保険の離職日は同年７

月30日、厚生年金保険の資格喪失日はその翌日である同年７月31日と記録されている

上、在籍を確認できる資料が見当たらないため、末日までの雇用関係を確認することが

できない。 

このため、Ａ社を合併したＢ社に申立人に係る申立期間当時の退職時における取扱い

について照会を行ったが、同社は当時の資料は何も残っておらず、当時勤務していた従

業員もいないことから回答できないとしている。 

また、申立人が記憶している申立期間当時の人事責任者及び申立人の資格喪失日であ

る昭和 63 年７月 31 日の前後（同年７月 29 日及び同年８月１日）に資格を喪失した記

録となっている同僚二人に、申立人の退職時の状況について照会したが、退職日や厚生

年金保険の取扱いなどは分からないと供述している。 

さらに、上記同僚二人のＡ社における雇用保険の離職日は、上記資格喪失日の前日で

ある昭和 63 年７月 28 日及び同年７月 31 日と記録されていることから、雇用保険の離

職日と厚生年金保険の資格喪失日の関係は、申立人の資格記録と符合しており、資格喪

失日は前後するものの、これらの事務処理はいずれも正確になされていると判断せざる

を得ない。 

  



このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25277 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月20日 

             ② 平成 15年12月25日 

    日本年金機構から、申立期間について、年金記録に反映されていない賞与の支払が

あった可能性があるとの通知文書を受け取った。過去のことは良く覚えていないが、

申立期間の賞与記録が漏れているなら、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立人は、申立期間においてＡ社で厚生年金保険の被保険者

であったことは確認できるものの、同社は平成 23年10月＊日に解散しており、同社の

元事業主に申立人の申立期間に係る賞与の支給状況等について照会したが、回答が無い

ことから、申立人の申立期間に係る賞与の支給及び厚生年金保険料の控除について確認

することができない。 

また、申立人は、申立期間に係る賞与は現金で支給されたと供述しているところ、賞

与支給明細書等の資料を所持していないことから申立期間に係る賞与の支給等について

確認することができない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申立

期間について、申立人の主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25278 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年10月から54年６月まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）には継続して勤務したが、申立期間の厚生年金保険の加入記

録が無い。勤務していたのは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の元代表取締役の供述から、勤務期間は特定できないものの、申立人が同社に勤

務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社は昭和 53 年６月１

日付けで厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間のうち 47 年 10 月から 53

年５月までは適用事業所ではない期間であることが確認できる。 

また、上記元代表取締役は、「Ａ社が適用事業所となる前は申立人の給与から厚生年

金保険料を控除することはなく、会社が適用事業所となったときに申立人が勤務してい

れば、当然厚生年金保険に加入させていたはずであり、そのときに申立人はいなかった

ので、加入させる必要が無かった。」旨供述している。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、昭和 53 年６月１日以降の申立期

間において、被保険者記録が確認できる複数の従業員に申立人の申立期間に係る勤務並

びに厚生年金保険料の控除及び取扱いについて照会したところ、二人から回答があった

が、いずれの者からも申立人の申立期間に係る勤務並びに厚生年金保険料の控除及び取

扱いについて確認できる資料及び供述は得られない。 

なお、Ａ社から平成５年に経営を引き継いだＢ社は、Ａ社当時の資料は保存していな

い旨回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

  



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25279 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年５月１日から58年３月まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）には継続して勤務したが、申立期間の厚生年金保険の加入記

録が無い。勤務していたのは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録によると、申立人は申立期間のうち、昭和 50 年５月１日から 51

年１月５日までの期間について、Ａ社に勤務していたことが確認でき、同社の元代表取

締役は、勤務期間は特定できないものの、申立人は同社に勤務していた旨供述している。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社は昭和 53 年６月１

日付けで厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間のうち48年５月から53年

５月までは適用事業所ではない期間であることが確認できる。 

また、上記元代表取締役は、「Ａ社が適用事業所となる前は申立人の給与から厚生年

金保険料を控除することはなく、会社が適用事業所となったときに申立人が勤務してい

れば、当然厚生年金保険に加入させていたはずであり、そのときに申立人はいなかった

ので、加入させる必要が無かった。」旨供述している。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、昭和 53 年６月１日以降の申立期

間において、被保険者記録が確認できる複数の従業員に申立人の申立期間に係る勤務並

びに厚生年金保険料の控除及び取扱いについて照会したところ、３人から回答があった

が、いずれの者からも申立人の申立期間に係る勤務並びに厚生年金保険料の控除及び取

扱いについて確認できる資料及び供述は得られない。 

なお、Ａ社から平成５年に経営を引き継いだＢ社は、Ａ社当時の資料は保存していな

い旨回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

  



資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

 

  




